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 韓国では 1990年代半ばから大学入学前の段階にある学生1 が海外に留学す
る、いわゆる「早期留学」2 が増え始めた。1995 年度には 2,259 名だった早期
留学生の数3 は、2000 年代に入ると著しい勢いで増加し、最盛期である 2006





2005: 126-127; 이순형・권미경 2009: 299; 박진규 2011; Park 2007, 2009: 50; 
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たりの GDP とほぼ連動するかたちで推移していた5。 
                                                                                                                                        
学的・教育学的・経済学的分野に分けて（이순형・권미경 2009: 300-305）、また、小林
が時系列的にまとめている（小林 2013: 1）。 
5 GDP は 1 月から 12 月までの 1 年間を単位として算出されているが、注 2 で言及した
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  しかし、2011 年度以降、この傾向に変化が生じている。後でくわしく見て








（윤철경 2009: 12-18）や論文（이・권 2009: 299-300）があるが、2013 年の小
林の論考が出るまで、早期留学現象の時系列的変化を対象とする研究は、ほ
とんどなかった（小林 2013: 1）。小林はこの論考において、1995 年度から















                                                                                                                                        
ように、韓国の早期留学生数はその年の 3 月から翌年 2 月までの 1 年間を単位として
算出されているため、GDP の値と早期留学生数には実際には 2 ヶ月のタイム・ラグが
ある。 




いる（한준상 의 2002: 200; 윤철경 2009: 11）。というのも、韓国では、「留
学」については「外国の教育機関、外国の研究機関、または外国の研修機関
で 6 カ月以上の期間にわたって修学したり、学問・技術を研究または研修す









出所：1996～2010 年度は小林（2013: 5 表 2）、2011～2013 年度は韓国教育開発院『教育統
計年報』各年度より作成 
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学生たちが国内の学校に入学あるいは在学せず、外国に出て現地外国の教育
機関で 6 カ月以上の期間にわたり就学する行為」（김흥주 2001: 159）を意味
するとされており、研究者も早期留学を論じるにあたって、まず、この定義
をあげることが多い（김홍원 2005: 3; 小林 2007: 68; 성정현・홍석준 2009: 






の留学を目的とする「純粋な早期留学」（김흥주 2001: 160; 이순형 2007: 10）












 「留学」（狭義の早期留学）は、表 1 で示すように、さらに、「認定留学」
「未認定留学」「自費留学」に分けられる7。 
                                                                 
6 「海外移住」の中には、子どもに海外で教育を受けさせることを目的とするものもあ
り、「教育移民」と呼ばれている。後述のように「国外留学に関する規定」が 2000 年
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以上に規制されていたが、2000 年 11 月に行なわれた「国外留学に関する規
定」の改定では、自費留学の許容基準が中学卒業者にまで引き下げられ、こ
れまでで最大の規制緩和となった（김흥주 2001: 161）。しかしながら、政府








                                                                                                                                        
認定留学」とする類型区分もあり（김홍원 2005: 1）、早期留学の類型として引用され
てもいるが（김익기 2006:15-16; 윤철경 2009: 11 など）、前述のように「派遣同行」と
「海外移住」は純粋な早期留学とは言えないため、本稿ではイ・スニョン（이순형 2007: 
10）の分類を用いている。 
8 この間に、留学に関する規定は、文教部の告示から文教部令（1957 年 1 月）、さらに
は大統領令（1979 年 9 月）に格上げされ、その名称も「海外留学に関する規定」に（1957
年 1 月）、そして現在の「国外留学に関する規定」（1985 年 12 月）に変更された。 
9 朝鮮日報 2000 年 1 月 21 日。 
10 この経緯については小林（2014: 8-9）に詳しい。 
表１ 事由別による「早期留学」（広義）の類型 
早  海外移住 
初・中・高校生







  自費留学 高校生 
 
韓国の早期英語留学の動向と現況 
〔 163 〕 
定を受けた者（「国外留学に関する規定」第 5 条第 2 号）と、外国政府・公共
団体・奨学団体の奨学生として選抜されるといった条件を満たして、国立国
際教育院長の留学認定を受けた者に限定される（「国外留学に関する規定」第
5 条第 3 号）。中学生以下の早期留学のうち、この認定を受けた場合が「認定
留学」、それ以外が「未認定留学」となる。第 5 条第 2 号は 4 項目11、第 3 号




らない親も多く14、実際のところ、図 2 が示すように 2001 年度以降も早期留






あると認定された者で、「国家技術資格法」第 9 条第 1 項第 1 号による技術者・技能長・
技師または産業技師の技術資格を取得した者、④「障害者等に対する特殊教育法」第 2











13 2008 年度から 2013 年度までの認定留学件数は、2008 年度 0 件、2009 年度 0 件、2010
年度 0 件、2011 年度 2 件（初等学生 0 件、中学生 2 件）、2012 年度 0 件、2013 年度 156





もがいる親の 79.2％（2,897 名のうち 2,293 名）、幼稚園生と高校生の子どもがいる親の
80.1％（653 名のうち 523 名）が、自費留学資格について規定があることを知らなかっ
たと回答している（김홍원 2005: 34）。 
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学の低年齢化は進行していった15。 
 また、早期留学は、その形態によって「単身留学」と「同伴留学」に分け








                                                                 
15 2000 年 11 月の改定以前の規定はもっと厳格であり、自費留学の資格は高卒者以上
に限られていたのだが（김흥주 2001: 161-162）、それでも早期留学生が存在していた




出所：1995～2010 年度は小林（2013: 4 表 1）、2011～2013 年度は韓国教育開発院『教育統
計分析資料集』各年度より作成 
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こで、1995 年度から 2013 年度までの早期留学生数と米ドルに換算した国民
一人当たりの GDP の推移を図に表してみたのが図 3 である。 
 早期留学が増加し、社会現象にまでなった背景にはさまざまな要因がある
が、図 3 が示すように、1995 年度から 2010 年度までの早期留学生数は、年
度によって若干のずれはあるものの、一人当たりの GDP にほぼ比例するか
                                                                 
17 2004 年に出版された国語辞典（『訓民正音国語辞典』金星出版社）には「キロギ・
アッパ」と「キロギ家族」が収録されている。 
18 朝鮮日報 2001 年 7 月 30 日など。 
19 2007 年に 635 名の「早期留学生」を対象に行なわれた調査では、応答者 631 名のう










 しかし、図 3 からわかるように、2011 年度以降、この関係に変化が生じて





図３ 1 人当たりの GDP と早期留学生数の推移 
出所：韓国教育開発院『教育統計分析資料集』各年度、IMF World Economic Outlook 
Database 2014 October より作成 
注）1人当たりの GDP は会計年度（1月～12 月）、早期留学生数は学年度（3月～翌 2月）
で算出されている。 
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３-１．2010 年度までの早期留学生数の推移とその背景 
 まず、1995 年度20 から 2010 年度までの早期留学生数の推移の概況を、特
に韓国の経済状況と照らし合わせながら見ていく。 
 1995 年度に 2,259 名だった早期留学生数は、翌 1996 年度には 1.5 倍以上の
3,573 名に増加した。一人当たりの GDP も 1995 年の 12,404 ドルから、1996
年には 13,255 ドルに増加している。ちなみに韓国は 1996 年に OECD への加
盟も果たしている。しかし、1997 年から 1998 年にかけて起こった通貨危機
の影響により、1997 年の一人当たりの GDP は 1995 年とほぼ同じ水準にまで
後退し、1997 年度の早期留学生数も 3,274 名に減った。通貨危機の影響が強
く残った翌 1998 年、一人当たりの GDP は 8,134 ドルに激減し、1998 年度の
早期留学生数は前年の半数以下の 1,562 名にまで減少した。 
 しかし、1997 年 12 月より IMF から救済資金を受けてその管理下に入り、
IMF の要請する改革を短期間で行なった韓国の経済は急速に回復し、その後
2007 年までの一人当たりの GDP は、アメリカを始めとする世界的な経済減
速の影響を受けて経済が失速した 2001 年以外は、持続的な増加を続けていっ
た。それに伴い、早期留学生の数も、年によって伸び率に差はあるものの、2
年単位で平均してみると等比級数的な増加を続け、2006 年度には 3 万人に迫
る 29,511 名を記録した。統計が開始されてから、最も早期留学生数が減少し
た 1998 年度と比べると、8 年間で約 19 倍にまで増加したのである。 
 2007 年の一人当たりの GDP も前年に比べて増加しているが、2007 年度の
早期留学生数は 1998 年度以来、初めて減少に転じて、27,688 名となった。2007
年はアメリカのサブプライム・ローン問題に端を発する世界的金融危機が起
きた年であり、まだ韓国経済に直接的な影響を及ぼしてはいないとはいえ、
1997 年から 1998 年にかけて「朝鮮戦争以来の国難」とまで言われた金融危
機を経験している韓国民に、将来についての不安材料を与えたのかもしれな
い。 
 2007 年の世界的金融危機に続いて、2008 年にはリーマン・ショックが起こ
                                                                 
20 1995 年度以前から早期留学は話題になり始めていたが（朝鮮日報 1994 年 2 月 20 日
など）、早期留学生に関する全国的な統計調査が開始されたのが 1995 年からであるた
め（小林 2013: 3）、それ以前の早期留学の状況を統計的に把握するのは困難である。 
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り、世界経済が低迷するなかで、韓国の一人当たりの GDP も 2008 年、2009
年と連続して急落した。2008 年度の早期留学生数は前年度と比べて微減の
























                                                                 
21 2011 年度の統計から分類項目となったフィリピンへの早期留学生数は、2011 年度
2,328 名（初等学生 1,183 名、中学生 827 名、高校生 318 名）、2012 年度 2,269 名（初等
学生 997 名、中学生 906 名、高校生 366 名）、2013 年度 1,911 名（初等学生 850 名、中
学生 760 名、高校生 301 名）である（韓国教育開発院『教育統計分析資料集』各年度）。
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また、フィリピン（정용교 2013）、マレーシア（성정현・홍석준 2009, 2011; 홍석준・




































                                                                 






費の総額は年間 12 兆ウォン（当時の為替レートで約 1 兆 5000 億円）で、一般会計に
おける公教育費に相当する額だったという（有田 2006: 2）。 
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と考えられるようになったことが挙げられる（Jeon 2010: 168）。 
 1991 年 1 月、政府は 1994 年度から大学入試に英語のリスニングを導入す
る方針を明らかにした24。同時に、1994 年度からの大学入試英語は文法より
も、コミュニケーションをより重視する方向に見直されることになった。そ
して、1991 年の夏、政府が 1995 年度までに初等学校の上級学年の正規選択
科目として英語を採択する方針を発表するに至ると、「国全体が『英語熱』
に覆われることになった」（Park 2009: 52）。さらに、政府は 1995 年 2 月、1997
年度から初等学校の 3 年生以上に英語を正規科目として教えることを決定し、








留学させる早期留学現象が始まった（Seth 2002: 187; Park and Abelmann 2004: 
649）。 
                                                                 
24 朝鮮日報 1991 年 1 月 24 日。 
25 2002 年に韓国の国営放送 KBS が放送した番組では、韓国の英語産業の市場規模が
年間 4 兆ウォンを超えていることが紹介された（Park and Abelmann 2004: 646, 669）。 
















期留学生の増加とともにその低年齢化が進み、1995 年度には 235 名だった初











                                                                 
26 同時期の中学生の増加は 7.7 倍（1200 名から 9,246 名）、高校生の増加は 7.8 倍（824
名から 6,451 名）である。 
27 朝鮮日報 2000 年 1 月 21 日。 
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 既に述べたように、韓国政府にとっては、早期留学の急増は望ましくない
ものであり、政府はその流れを止めようと努めてきた。実態に合わないと知












 図 3 が示すように、2011 年度から 2013 年度現在までの早期留学生数と同






安にもかかわらず、米ドルに換算した一人当たりの GDP は前年度比 20.8％
増の 22,151 ドルになった。しかし、2011 年度の早期留学生数は、2010 年度
の 18,741 名から 2,000 名以上減少して 16,515 名になった。 
 翌 2012 年の韓国経済も輸出の下支えにより成長を維持し、一人当たりの
GDP は微増して 24,454 ドルになったが、2012 年度の早期留学生数は前年度
からさらに 2,000 名以上減少して 14,340 名になった。これは最盛期だった
2006 年度の 29,511 名と比べると半分以下の数である。 
                                                                 
28 前述の 2005 年の国民意識調査によれば、59.3％の親が早期留学には「反対」と回答
しており、「賛成」33.3％を大きく上回っている（김홍원 2005: 17）。 
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 続く 2013 年の経済成長率は前年の 2.29％から 2.97％に回復し、一人当た
りの GDP はさらに増加して 25,975 ドルとなったが、2013 年度の早期留学生
の数は前年度よりさらにまた 2000 名近く減少して、12,370 名となった。 
 図 5 は学校段階別早期留学生数の推移を、図 6 は学生１万人当たりの早期
留学生数を折れ線グラフで示したものである。図 5 と図 6 からわかるように、
2011 年度から見られる早期留学生の減少傾向は、主として初等学生の減少に
よるところが大きいが、中学生と高校生も減少し続けている。 




                                                                 
29 朝鮮日報 2014 年 5 月 23 日など。 
 
図５ 学校段階別早期留学生数の推移（折れ線グラフ） 
出所：1995～2010 年度は小林（2013: 4 表 1）、2011～2013 年度は韓国教育開発院『教育統
計分析資料集』各年度より作成 
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 韓国の早期留学の特徴として、留学期間が 1～3 年と比較的短期であり
（Kang and Abelmann 2011: 94）、特に初等学生にその傾向が強いことが指摘さ
れている（小林 2013: 6, 10-11）。10 歳前後で 1～3 年程度の留学をして帰国
した場合、継続して英語力の維持ないし強化する努力をしないと留学の効果
                                                                 
30 韓国日報オンライン 2014 年 10 月 13 日（http://www.hankookilbo.com/v/d923829ed08e 
43549729a719c53db96b）。 



























れたのを皮切りに、2006 年に京畿道加坪郡で 1 校、2009 年にソウルで 2 校
が開校され、計 4 校となった。4 校合計すると約 1,500 名近い学生が学んで
いる。国際高校はグローバル化・情報化時代をリードする国際的専門性を備




33 聯合ニュース 2012 年 2 月 8 日（http://www.yonhapnews.co.kr/society/2012/02/08/070300 
0000AKR20120208133300004.HTML）。 
34 韓国日報 2014 年 12月 6日（http://hankookilbo.com/v/ff4bf47f3db04e7390806026b8f171e2）。 
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えた人材養成するために設立された特殊目的高35 のひとつで、大部分の学校
がすべての授業を英語で行なっている。国際中学と同様に、1998 年に釜山で
開校されたのが最初で、その後、2013 年度までに計 7 校の国際高校が設立さ
れており、合計で 3,000 名以上の学生が学んでいる。 
 同じような環境作りの試みとして、韓国政府は英語圏の名門校を韓国に誘
致する計画を進めてきている。例えば、2007 年に、次世代を担うグローバル
















ルの分校（幼稚園から初等学校 3 年まで共学、初等学校 4 年から高校までが
女子校）が開校しており、2012 年 10 月現在、この 3 校合わせて 1,387 名の
学生（うち韓国人学生 1,331 名）が在籍している37。最終的には初等・中・高
校の計 12 校を開校し、済州英語教育都市全体で 9,000 名の学生を収容する計
                                                                 
35 科学、外国語、芸術、体育など特殊分野の専門的教育を目的とする高校で、2014 年
現在 143 校（共学 129 校、男子校 11 校、女子高 3 校）がある（韓国教育開発院『教育
統計年報』2014 年度版）。 
36 http://www.sgu.or.kr/sgu/new_eng/intro/about.htm 
37 The Jeju Life Guidebook（済州特別自治道英語教育都市支援事務所 2012: 122）． 





















りの GDP とほぼ比例するかたちで推移していた 2010 年度までと、反比例し
て減少傾向を示し始めた 2011 年度以降に分けて検討した。 
 もともと「教育熱」が過剰ともいえるほど高く、子どもが社会的に成功す
るために私教育費を惜しまなかった韓国社会において、国際化・グローバル
                                                                 
38 ノース・ロンドン・カレッジエイト・スクール・済州校（NLCJ）が 2014 年 6 月に
初めて出した卒業生全 54 名中 52 名が海外の大学から入学許可を得て、そのうちの 47
名は英国タイムズ紙が選定した 2014 年の世界のトップ 100 大学の中で 40 位圏内の名


































 また、減少傾向にあるとは言え、2013 年度の早期留学生は 12,000 名以上
いるわけであり、その大半は依然として英語圏・準英語圏への留学である。
そして、2013 年度現在 9,500 名を超える初等・中学生の早期留学のほとんど
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